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はじめに
周知のように，女子大学の設立は戦後教育改革期において初めて実現したが，その動向は 2 つに
分けることができる。1 つは男女の医学系専門学校が旧制大学となる中で 1947 年に女子医科大学
が認可される動きであり，もう 1 つは 1948 年 3 月に文学部・家政学部を中心とする新制の女子大
学の設立が認可されるという動きであった。両者の歴史的意義は異なり，前者は医学教育の水準向
上を図るため，医師養成は予科・学部からなる 6 年制で行うべきという GHQ の要請に基づくもの
であり，1947 年 6 月 18 日に大学令に基づき 6 校の女子医学専門学校が旧制大学に「昇格」した。
後者は女子高等教育機関による戦前からの流れをくむ大学設立の動きであり，女性の大学教育機会
の拡充を求めるものであった。女子大学の歴史的意義を究明するためには，両者を対比しつつ全体
として研究する必要があるが，前者については既に論文 1 にまとめていることから，本論文では後
者を考察対象とする。
文学部・家政学部を中心とする女子大学の設立経過を細かく見ると，2 つの時期を経てその設立
が実現したことが分かる。第 1 期は，1945 年 11 月に東京女子高等師範学校が「東京女子帝国大学
創設趣旨並組織」を作成し，文部省に設置認可申請したことに代表されるような，旧学制の下で個
別女子高等教育機関が大学設立を構想した時期である。第 2 期は，これらの構想が実現しないこと
を受けた 1946 年 8 月以降の時期であり，女子高等教育機関の指導者らは相互に連携して女子大学
の設立を図る方向へと方針を転換し，CIE のホームズ（L. H. Holmes）らとの関係を築きながら，
その設立を実現させた時期である。その動きとして注目されるのは，46 年 8 月設立の女子教育研
究会，47 年 2 月結成の女子大学連盟などである。
本文でも述べるが，女子大学の設立を個別学校に即してみると，日本女子大学校・津田塾専門学
校や東京・奈良女高師などによる敗戦後の素早い動きは，戦前の大学設立運動を引く継ぐものであ
り，大学設立は女子高等教育機関の潜在的な願望でもあった。
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それでは，戦後に設立された個別の女子大学における制度構想とその特徴はどのようなもので
あったのだろうか。すなわち，個別学校の構想において，女子大学を必要とする論理，戦前の特性
教育論と戦後の教育理念の関係，女子大学の学部構成の特徴はどのようなものであったのだろう
か。また，上述した 1 期と 2 期では，理念や学部構想に変化はあったのだろうか。本論文は，戦後
に確立した女子大学は今日の女子大学の在り方を規定する重要な要因であったという課題意識か
ら，戦後の女子大学設立をめぐる歴史について考察するものである。なお，時期は紙幅の関係から
第 1 期に限定する。
戦後における女性の大学教育制度確立に関する先行研究について述べると，男子系大学の門戸開
放に関する研究と女子大学の設立にかかわる研究に大別できる。前者については，拙稿や橋本紀子
による研究がある。女子大学設立に関する主な研究としては，① CIE 女子教育担当官のドノヴァ
ン（E. R. Donovan）やホームズに焦点をあてた上村千賀子や土屋由香の研究，②日本側女子教育
界の女性リーダーに焦点をあてた研究，③女子大学と家政学をめぐる研究などがある 2。また，『お
茶の水女子大学百年史』『奈良女子大学六十年史』など，いくつかの個別大学沿革史にも詳しい記
述が見られる。これらの先行研究は，沿革史を除いて，女子大学の制度的承認に向けた論議やプロ
セスの分析に重点をおいたものが多く，実際に個別学校がどのような大学を構想し，最終的にどの
ような理念・学部構成の女子大学として結実したのかについての研究は未開拓の状況にある。さら
に言えば，戦前の大学構想からの影響，女子大学の理念やその必要性をめぐる論理の時期的変化，
学部・学科構成の論理，共学大学との関係などについても，十分な研究がなされているとは言えな
い。
このような研究の現状を踏まえ，本論文では，敗戦から 1946 年秋までの第 1 期を対象にして，
女子大学設立をめぐる全体的な経過を考察するとともに，個別学校が構想した女子大学像につい
て，女子大学を必要とする論理，教育理念，学部構成を中心に分析し，その特質を明らかにするこ
とを課題としている。女子大学を象徴する学問とされた家政学の位置づけや男子系大学との関係を
どのように認識していたかについても着目したい。なお，本論文で個別学校の構想として東京・奈
良の両女高師，日本女子大学校の例をとり上げるが，選定の理由は，これら 3 校は戦前から大学設
立運動のリーダー的役割を果たし，さらには第 1 期の制度構想についての資料が確認できるためで
ある。
１．1945，46 年における女子大学設立をめぐる動向
敗戦直後の 1945 年 11 月から翌年 3 月にかけて，東京女高師をはじめとする 4，5 校の女子高等
教育機関が女子大学設立を構想し，設立認可を申請するに至ったが，このような動きが集中的に起
きた要因として次の点が考えられる。第 1 の要因は，敗戦直後の文部省による女性の教育の改革に
対する積極的政策であり，45 年 12 月の女子教育刷新要綱では既設男子系大学の女性への開放とと
もに「女子大学ノ創設」の方針が示された。このような政策は，女子大学設立の機運を一機に高め，
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個別学校の積極的な行動を引き起こしたのであった。第 2 の要因としては，戦前からの個別女子高
等教育機関による大学設立構想や設立運動をあげることができる。すなわち，1919 年頃から日本
女子大学校・女子英学塾などの私立女子高等教育機関によって，さらに 1923 年からは 2 つの女高
師によって女子大学設立が構想され，日本女子大学校は 1929 年に大学設立認可を申請するに至っ
た 3。さらに，1940 年に政府の諮問機関である教育審議会が女子大学の制度化を答申し，東京女高
師はこれを女子大学実現の「曙光」ととらえ，大学設立準備を急いだ。戦前の構想の特徴は，「女
性の特性を伸長させること」を目的とするといった特性教育論に根ざす理念と，その理念の具現化
としての家政学部を中心に置く学部構成にあった。
第 2 期においては，女子大学連盟の結成や CIE のホームズなどによる協力が見られ，新学制の
下で大学設立が実現するが，2 つの時期を通じた背景として，戦後の女性の地位向上や女性の意識
の変化があったことは言うまでもない。このような状況を日本女子大学校教授久松潜一は，46 年 5
月の時点で次のように述べている 4。
平和日本，文化日本の建設といふことが，大きな国家の目標となり，女子も社会的に大いに進
出することとなつた。女子参政権もゆるされた今日，女子が教養の上にもまた専門の分野に於
ても男子と肩をならべて進むことの出来るやうになることが要請される。女子の専門学校が多
く出来，女子大学への昇格が要望されて居るのはまことにふさはしいことである。今後名実と
もに備はつた女子大学が出来，それにふさはしい，女子大学生とその卒業生とが多くなれば期
せずして，女子の社会的活動の分野や位置も高まり，女子の間から，立派な専門学徒も生じて
来るであらう。
久松は，女子大学の創設は女性の権利が承認されつつある戦後の状況に相応しいものであり，女
子大学によって女性の社会的進出が一層進むことを期待している。津田塾専門学校の星野あいも，
敗戦後は「封建的女性観」が払拭され，「男女の平等があらゆる面に認められ，教育上の差別待遇
も全く取り除かれるに至りました事は実に感慨深い事で日本民族の健全な発達の為にも洵によろこ
びに堪えない事であります」と述べている 5。星野の発言は男女平等を定めた日本国憲法制定後の
48 年 7 月のものではあるが，戦後の女性観や社会的地位の変化が女子大学設立の基盤にあったこ
とを物語ると言えよう。
政策の上から見て最も重要な要因となったのは 45 年 12 月 4 日閣議諒解の女子教育刷新要綱 6 で
あったが，その中の女子専門学校や女子大学に関連した事項を確認すると，改善措置の（イ）とし
て「女性の大学入学を阻止する規定を改廃し，女子大学を創設するとともに，大学での共学を実施
する」ことをあげ，その中で「既設の女子専門学校中適当なものは女子大学とする措置をとること」
としている。第 2 の措置としては，女子高等学校の創設は後日考慮するが，「差当り既設の女子専
門学校，高等女学校高等科・専攻科中適当なものは教科を高等学校高等科と同程度とすること」を
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掲げていた。
刷新要綱が「女子専門学校中適当なものは女子大学とする」としている点について，12 月 6 日
付『毎日新聞』には注目すべき記事が掲載されており，学校教育局長田中耕太郎の発言を次のよう
に伝えている 7。
問　 現在ある女子専門学校中適当なるものは女子大学に昇格させるとあるがどんな学校が大学
に昇格するか
答　‌現在の一流女子大学，女高師，女専等は大学に昇格出来る，例へば日本女子大や東京女子
大，東京女高師，津田英学塾といつたものは初の女子大学になるだろう，学校側から申請
さへあれば来年度新学期から認めて行きたいと思つてゐる
問　現在の女子大専
  （ マ  マ ）  
門校が真の女子大学となつた場合，家政科は家政部となるか
答　 現行の勅令では家政学部は作れない，勅令を改めなければならないから差当つては理学部
内に家政学科といふものを作るやうになるのではないか，これは目下研究中のもので私立
大学などには認めてもよいと思ふ
田中は，女高師や女専の大学「昇格」の可能性を示唆し，また家政学については学部ではなく理
学部の 1 学科として扱う方向で解決したいと述べている。なお，第 1 期において女子大学認可の際
に依拠すると推察される法令について述べると，少なくとも私立大学の場合は大学令であったと考
えられる。その根拠としては，新たな学校体系の法令が未確定であること，1947 年 6 月に認可さ
れた女子医科大学が旧制大学であったこと，などがあげられる。
次に，刷新要綱を受けた形で進められた個別学校の女子大学設立の動向とそれに対する文部省の
姿勢を検討する。上述したような刷新要綱の内容は，女子大学認可の可能性を強く示唆するもので
あり，女子高等教育機関の潜在的な大学設立願望を具体的な行動へと導いた。すなわち，文部省の
政策動向 8 を察知した東京女高師は，刷新要綱が諒解される直前の 11 月 29 日に「東京女子帝国大
学創設趣旨並組織」を作成し，文部省に大学設置を申請した 9。また津田塾専門学校理事会は，刷
新要綱諒解の 10 日後の 12 月 14 日に「至急津田塾大学設立認可ノ申請ヲ其筋ニ提出スルコト」を
決議し，翌年 3 月 21 日付で大学令による設立認可申請書を提出したとされている 10。この時の大
学の理念は確認できないが，構想は文学部（英文学科・国文学科・史学科）と理学部（数学科・物
理学科・化学科）の 2 学部を設けるというものであった。この他の動きとしては，日本女子大学校
の校長井上秀が 45 年 12 月 19 日に CIE を訪れて同校の大学「昇格」を陳情し 11，また 46 年 3 月 4
日には「日本女子大学設立認可申請書」を文部省に提出したこと，さらに奈良女高師では 46 年 1
月 30 日の教官会議で奈良女子帝国大学について議論 12 するとともに，2 月 11 日に「奈良女子帝国
大学創設趣意竝組織」を作成したこと，が確認できる。また，金城女子専門学校も大学設立認可申
請を行ったと報じられている 13。
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1946 年 11 月の東京女高師の申請経緯について，元同校長藤本満治は「女子の最高学府」という
自負心が同校教員や卒業生にもあり，「教授会は自校がまっ先に女子大学に切替えられることが当
然」と考えていたと回顧し，次のように続けている 14。
旧制の大学令によって，東京女高師を大学にするために，「東京女子帝国大学」という名称，
組織でその創設趣意並びに組織書を作成し，それに予算概算書を添えて，昭和二十年十一月二
十九日文部大臣に設置申請を致しました。文部省は，これを受理してその設置に同意し，学校
長も大蔵省の方へよく説明するようにとのことでありましたので，私は大蔵省の当局に詳しく
設置趣旨，組織と予算概算を説明しました。
別稿でも藤本は，「文部省はこれを受理し，更めて省議に諮り，設置方針を定めてその予算を大
蔵省に請求した」15 と記している。このような回顧の内容は，当時藤本が同校校長であったことな
どから判断して，大筋では事実に近いものと言えよう。
新聞各紙は，1946 年 1 月に入って女子大学設立をめぐる動向を詳細に報じている。例えば，1 月
13 日付『毎日新聞』は「生れる女の大学」との見出しで，日本女子大学校と津田塾専門学校の認
可申請計画や大学構想を詳細に伝えている 16。さらに 1 月 23 日付『朝日新聞』は，刷新要綱に基
づいて「近く東京女子医学専門，日本女子大学，東京女子大学，津田塾専門学校」が「相前後して
大学昇格の申請手続きをとることになつたので，早ければ陽春四月の新学期から大学令による女子
大学が開設される筈」と報じている 17。さらに，同紙は各校の動向を伝え，東京女子医専校長吉岡
弥生は，1，2 週間以内に「大学令による女子医科大学の申請手続きをとる」「新学制では予科三年
本科三年と男子同様の六年制」に改めるなどと述べている。吉岡の発言は，「はじめに」で述べた
女子医専の大学「昇格」について説明したものであった。続いて，日本女子大学校学長井上秀は，
「大学令による女子大学を創設することゝなり，前期四年後期二年の六年制に改める」と述べてい
る。また津田塾専門学校長星野あいが，「現在は英文科（三年）理科（四年）の二つがあるが，新
学制では更にこの上に大学部を置き，文学部に国文学，史学の二科を，理学部に物理学，化学，数
学，生物学の四科を設置する」と述べ，さらに東京女子大学長石原謙が「現在の三年制の国語，歴
史，外国語，経済，数学の五学科を改めて名実共に充実した大学令に依る新女子大学に生れ変る」
と述べたと伝えている。さらに，3 月 18 日付『読売報知』も各女専の動向を伝え，東京女子大学
は 3 月 7 日に認可申請を行い，津田塾専門学校は 18 日頃に，日本女子大学校は 15 日頃までにそれ
ぞれ申請予定であると報じている 18。以上のように新聞各紙は，女子大学の制度構想，目的，見通
しなどを報じているが，『朝日新聞』は大学設立が集中的に構想される事実を「女子大は続々昇格
準備」と評していた 19。
それでは，このような集中的な女子大学設立構想に対する文部省の姿勢はどのようなものであっ
たのだろうか。各学校では 1946 年春の大学創設を目指していたが，しかし文部省はその承認に慎
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重であった。上述した東京女高師や津田塾専門学校の申請結果を見ると，東京女高師の場合は，大
蔵省が「戦後日がなお浅く，国費に余裕がないという理由で，査定」20 し，文部省の認可には至ら
なかった。また津田塾の申請については，「規模過小」の理由で「認可が保留」された 21。他の学
校の場合も同様な結果であった。
このような結果について，1946 年 4 月 23 日付『朝日新聞』は「女子大，一年お預け　数校の申
請も一応握り潰し」との見出しで報じている 22。すなわち，同紙は「『女子大学の出現』は出足の
華々しさにひきかへ認可の運びには程遠」い状況にあるとし，「この分では本年度の女子大誕生は
一校もなし」との見通しを示していた。同紙によれば，文部省の認可を「しぶらせてゐる」理由は，
第 1 に「内容が専門学校の範疇をいくらも出てゐない」こと，第 2 に帝国大学など男子系大学の開
放が進んでいる中で，「あへて不完全な女子大学の出現に固執する必要はない」というもので，同
省上層部は「頗る消極的だ」としている。男子系大学の開放については，既述したように女子教育
刷新要綱では「女性の大学入学を阻止する規定を改廃し」「大学での共学を実施する」とされ，46
年度から女性の大学入学資格や入学順位もほぼ男性と同等となり，多くの大学が女性の入学を認め
たのであった。
また同紙は時期尚早とされる理由として，「女子大学自体の性格（予科三年，学部三年の過
 （ママ） 
程を
学び通す学生の数の問題など）や財政の貧困」をあげている。
さらに『朝日新聞』は，家政学部に関して「大学令改正」という事務面と「家政」を「学」とし
て認め難い現実面があいまって，当面家政学部の「実現は無理」と報じている。女子大学承認に際
して家政学の扱いが問題となっていたが，同紙は次のように指摘している 23。
「家政学科」を認めるかどうかといふ点―まだ女子大学の申請がないから問題は表沙汰になら
ないが「文学部」と「家政学部」の二本建で認可をもとめてきたやうな場合，「家政」を「学」
として認めるか否かは大学令改正にひつかかるだけに事重大である
家政学を大学で考究する学問としては認めがたいとする点は，戦前から指摘されていた問題であ
り，女子大学制度を答申した 1940 年の教育審議会でも論議になり，家政学科として設けるという
線で落ち着いた経緯があった 24。後述するように，女子高等教育機関側には家政学こそが女子大学
の理念を反映した学問という認識が強く，後述する東京女高師など 3 校の学部構想でも家政学はそ
の中核に位置づけられていた。家政学への疑念に対し，日本女子大学校家政学部長は 1946 年 8 月
の同校同窓会誌に「学としての家政学」という小文を掲げ，「学として成立する理由」や「家政大
学設立の必要」を論じ，その妥当性を主張している 25。
女子大学設立構想に対する文部省の姿勢は，既設大学の門戸開放が実施されつつある中で，学問
水準や施設面で不十分な学校を急いで大学として認める必要は無いというものであった。この点に
ついて，学校教育局長田中は 46 年 4 月の時点で次のように述べている 26。
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女子教育の向上刷新と，女子大学を誕生させることゝは別個に考へねばならぬ，今年から女子
にもあらゆる学府が開放され，実力ある者は十分に進学し得る，女子専門学校陣も相当強化さ
れるから，一般大学へ進み得る率も段々幅が広くなる 立派に認め得る女子大が現はれるまで
は焦らずに待ちつゞけたい
田中の発言は，「女子教育の刷新向上」と女子大学の承認は別な問題で，質の向上がなければ認
可できない方針を明確に示すものであった。
文部省の慎重な姿勢により女子大学の設立が滞る中で，女子高等教育機関関係者の発言が次のよ
うに伝えられている 27。日本女子大学校長井上秀は「今すぐ大学といつても，今の学力では到底大
学教育ができませんしまた理科などの設備上からも本校としてはすぐに学部を置くことはできませ
ん，認可後専門学校程度の教育をそのまゝ三年間予科として準備教育を受けさせ，はじめて大学が
誕生するので，おひおひに大学への準備を進めます」と述べている。続いて，津田塾専門学校長星
野は，「私の方でも教授の顔触れまできめていました＜中略＝引用者＞経費のかさむ理科の昇格は
来年度にまはすつもりです，英文の方は帝大に負けない自信もあり文部省供託金五十万円も用意し
ていただけ
（ママ）
惜しい気もします」と述べた。さら星野は「塾からは今春東大，京大，早大などに約十
名，哲学，経済，英文科を目指し進学を希望してゐますが，塾が大学に昇格するとすれば，もつと
〵 〳
多数の女性が大学に進むことになったでせう」と述べている。続けて星野は女性の結婚適齢期
と絡んで修業年限延長の問題性を指摘し，大学構想も「二十二歳程度で卒業出来るアメリカのカレ
ツヂ風にしなければ女性には無理です」と述べているが，これも注目すべき発言と言える。また，
東京女子大学長の石原謙は「文部省の認可があり次第，文学部とその予科を開設する予定でいたの
で残念だ」「男女共学の道も拓かれている時なので，新大学の構想は真に女子に相応したものを狙
つている」と述べている。このような発言からは，1946 年時点の大学構想が必ずしも十分な内容
ではないという認識を，首脳自身がもっていたことが明かになる。結局，女子高等教育機関の女子
大学構想は，大学令の基準を満たすものではなく，文部省も 1946 年の認可を見送ることとしたの
であった。
なお，46 年 1 月時点での日本女子大校関係者の次のような発言 28 は，女子大学実現にあたって
解決が迫られた課題を述べたものとして注目される。
これ＜大学案＝引用者＞で足りず更に深く進みたいと思ふ者は男子の大学で研究を続けるもよ
し，また電気とか工学とかを専門にしたい者は学期を終つて男子の大学へ進めは
（ママ）
よい，新女子
大学の創設にあたつて問題になるのは前期四年，後期二年は現在の大学令（予科二年，本科三
年）の区分と違ふので文部省ではむしろ前期二年，後期四年制を望んでゐるが，これでは学校
の目的に一致しない，また家政学が大学の学の対象になり得るかどうかが問題でこの二点につ
いて目下文部省と折衝が続けられてゐる
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この発言から同校の大学構想の課題を 3 点読み取ることができる。第 1 に構想中の専門は文学・
家政学に留まり，社会科学系や理工系を欠くという自覚が同校関係者の中にあったことである。こ
れは主に戦前の私立女子高等教育機関がジェンダー特性に根ざす専門領域に限定されていた点を継
承することに起因している。第 2 に，この大学案は既設の 4 年制専門学校の上に 2 年の課程を上構
したもので文部省が不十分な制度と見ていたこと，第 3 に上述したように，家政学が大学での学問
になり得るかの問題があったこと，が確認できる。なお家政学の問題については，個別学校の構想
を分析する際に再度検討する。
女子大学設立問題は 1946 年夏以降の帝国議会衆議院でもとり上げられ，「官立総合女子大学設立
ノ請願」「奈良女子帝国設置に関する建議案」「東京女子高等師範学校の女子綜合大学昇格に関する
建議」が提出され，可決されている 29。紙幅の関係もあり内容の検討は別稿で行うが，後述する両
女高師の論理とほぼ同様であり，両校との関連を窺わせる。
以上のように，第 1 期において，文部省は主に教育水準，家政学などの問題から女子大学の承認
に消極的で，個別学校の大学設立の動きは停滞していた。しかし，1946 年 8 月以降，新学制の確
定作業が続く中で，CIE のホームズの協力を得つつ女子大学連盟が組織され，女子高等教育機関の
連携によって大学設立に向けた新たな動きが展開されることになる。次に，第 1 期の設立構想につ
いて，3 校の事例を取り上げて検討する。
２．個別の女子大学構想における教育理念と制度構想
既述したように，敗戦直後の女子高等教育機関による大学設立をめぐる活発な動きは，戦前から
の構想を引き継ぐものであり，また戦前の女子大学構想の特徴は，理念面では「男子大学」の模倣
ではなく女性の特性の涵養を目的とし，女子大学の独自性を強調するものがほとんどであった。そ
して，この理念を具現化する形で，女子大学の中心に家政学部が位置づけられていた 30。このよう
な戦前の構想を踏まえ，東京・奈良女高師及び日本女子大学校の第 1 期における構想について，教
育理念，学部構成案を中心に検討する。
（1）東京女子高等師範学校
1949 年の御茶の水女子大学設立に至るまでの東京女子高等師範学校による制度構想としては，3
つの案が確認できる。第 1 期における案は 1945 年 11 月 29 日の「東京女子帝国大学創設趣旨並組織」
で，上述したように同日に文部大臣に設置を申請した。しかし，国費に余裕がないという大蔵省の
査定で，実現しなかったとされている。同校の第 2 期の動向としては，女子教育研究会を設けて「女
子教育革新」を主導するとともに，47 年 12 月 12 日には東京国立女子大学設立認可申請書を提出
するなどした。そして，48 年 6 月 22 日付で大学設置認可を申請し，最終的には 49 年 5 月に国立
学校設置法が公布されて大学として発足した。
第 1 期の理念と学部構成について，1945 年 の「東京女子帝国大学創設趣旨並組織」31 を分析する。
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その中の「東京女子帝国大学創設趣意」は全 9 頁の文書であり，①女子大学を必要とする社会的・
教育的背景，②教育理念，③学部構成などがまとめられている。
冒頭で女性の大学教育が必要となった社会的背景を記し，第 1 に女性に「選挙権及被選挙権ガ与
ヘラレタコトハ我ガ国空前ノ改革」であり，その効果をあげるためには「日本女性ノ教養ノ水準ヲ
思ヒ切ツテ引上ゲルコトガ急務」とする。そして，男女は同等の権利を有し，相互協力による協同
体維持のためには男性と同等の教養が必要であり，また文化の向上と経済の振興を図るためにも女
性の教養を一段と高めるべきとする。
続いて女子大学の必要性を述べ，男性の大学の整備に反して女性の大学が皆無という現状は女性
軽視であるとする。そして，1946 年度から多くの大学の門戸が開放されることは「真ニ喜ブベキ
コト」ではあるが，初等教育を除いて男女共学の経験がなく，また社会習慣の面から見ても「俄カ
ニ男女共学ヲ原則トスルコトハ尚早デアル」と主張する。さらに高等学校に相当する高等女学校高
等科等の水準は低く，女性が高校卒業者と「競争シテ」大学に合格することは困難であり，収容人
数を増加するか，選抜に際して「女子ノ特殊性」を認めなければ「事実上女子ニ其ノ志望ヲ達セシ
メルコトハ困難」とする。このため「新ニ女子ノミノ単独ノ大学ヲ設ケ」，大学教育では「共学，
分離ヲ並行セシメルノガ慣習ニモ適シ，又合理的」とし，希望に応じて選択させる制度を提案する。
ここでは，女子大学を必要とする理由について，学力の低さから女性の大学合格が困難なことが予
想され，選抜に際して「女子ノ特殊性」への考慮を要するなど，男子系大学の開放だけでは女性の
進学機会を満たすことが難しいとの側面から説いている。このような主張について天野正子は，女
性の教育の諸条件が未整備なために起きる不平等を打開することを目的に，男性との競合から生じ
る不利益を保護しようとするものであり，「保護主義」ととらえている 32。
以上は女子大学の外部に存在した，当時の女性の教育をめぐる問題を解決する方策として女子大
学の必要性を論じたものと言えるが，続いて女子大学の積極的な意義を 3 点あげている。第 1 に，
日本では男女は「各其ノ特徴トスル所カラ職能ヲ分」けることを原則としているため，「教養ノ仕
上」や「職能教育」では「女子ノミノ最高教育ヲ受ケル要望ガ強イ」としている。ここでは，性別
役割論や特性教育論に基づく女子大学の必要性を説いている。第2点としては，日本の家庭では「子
女ノ結婚」を「最大ノ問題」としているため，「娘」に大学教育を受けさせる場合「日本女性ノ美
点タル温雅ナ所謂『女ラシサ』ノ教育ヲ特別ニ考慮スル女子大学ヲ求メルノハ一般ノ要望」である
ことをあげている。この点は「配偶者トナル男子」も「同意見」であろうと推測している。第 3 点
として，日本の女性は「女子ノミノ静カナ環境ノ中デ修学シタイトイフ希望」を有しているため，
女子大学はこうした「希望ニ副フ」制度であるとする。女性に相応しい教育内容や「温雅」な女性
を育てる教育環境のためには女子大学が必要で，社会全体がそれを求めていると強調している。し
かし，元東京女高師教授の林太郎は，このような女子大学必要論に疑問を呈し，その「理由は理由
としては強いとはいえない」「必ずしも多くの人を納得させるものとは考えられない」と述べてい
るが，注目すべき指摘と言える 33。
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以上のような女子大学の有効性を説いた後，東京女高師を基礎に東京女子帝国大学を設置すべき
と要望している。その根拠としては，同校が「七十二年ノ長イ歴史」をもち，日本の「女子教育ノ
源泉」であることをあげている。そして，同校卒業者は「教養ノ最モ高イ日本女性トシテ学校ニ於
テ将タ社会ニ於テ次ノ代ヲ担フベキ者ノ指導ニ，又日本文化ノ向上ニ尽シタ功績ハ蓋シ大デアル」，
さらには「日本女子教育ニ及ボシタ影響モ亦著シイモノガアル」ことから，東京女子帝国大学の創
設は誠に当を得たことと記している。強い自負心に基づいて大学設置の正当性を主張していると言
える。続いて同校が大学を設ける論拠について，①文化の中心地東京にあり，文教的・自然的環境
にも優れていること，②建物や図書など教育施設が十分整備されていること，③教室などは 1932
年に設けた「新営」で，教育器具なども斬新・豊富で利用価値があること，④臨時教員養成所など
は 46 年度から募集停止となるので，施設上の収容力も十分であることをあげている。
続いて大学の性格については，「教員養成ヲ目的トシナイ」とし，学術研究の大学でありたいと
記している。そして，教員志望者には無試験検定を与えることにすれば，教員志望者にも対応でき
るとする。そして，1943 年の師範学校改革に伴い女子高等教育機関の教員は大学で養成すべきで
あり，この点でも女子帝国大学の設置は意義があると強調している。
次に，学部構成案について検討する。同校では 2 案を示し，第 1 案は文学部・理学部・家政学部
の 3 学部からなり，「女子ノ要望ノ多イ案」とする。これは，当時の同校の 3 学科をそれぞれ母体
とした案と言える。第 2 案は，文学部と理学部の 2 学部からなっていた。第 2 案で家政学部を設け
ない理由は，家政学部の設置が「大学法規ノ改正上困難」であるならば「差当リ家政学部ヲ除キテ，
其研究内容ヲ理学部ニ設ケル」という点にあった。これについて元同校教授林は，同校内部では家
政学が関係法令の定める「蘊奥ヲ攻究」する「国家ニ須要ナ学術ノ理論及応用」に「値するもので
あるかという点で，特に理科教官の間に異論があったものと推察される」と述べているが，注目す
べき指摘と言える 34。
ここでは家政学の性格・内容に限定して同案を検討する。家政学部は「日常生活ヲ対象トシテ其
ノ科学的研究ヲナス部門」で「応用科学」として位置付けている。従来の女専レベルを脱し，「一
段徹底サセテ女子ノ大学ニ於ケル研究部門ニ加ヘタ」と強調している。続いて「日常生活ノ科学化」
は国民の要望であり，「特ニ女子ノ尊ブ研究トシテハ最モ興味アリ且必要ナ部門デアル」とする。
そして，「茲ニ新日本ノ女性ノ進出スベキ分野ガアル」と考え，「此ノ部門ヲ加フルコトニ依リ女子
大学ハ特色付ケラレルコトガ大デアルト思フ」と結んでいる。家政学部によってこそ「女子大学ハ
特色付ケラレル」とする点が同校の構想の特徴を示すと言えるが，この点は他の 2 校の構想でも同
様であった。
家政学部の学科は，育児学科・食物学科・家庭理学科・家庭経済学科の 4 学科（10 講座）と特
別講座（住居学・家庭衛生学・被服学）から成る案であった。この案に対して元教授の林は，被服
学の学科を欠く点が著しく眼を引く点であるとし，「当時の裁縫が大学の学問として校内でも校外
でも認められにくかった情勢のあらわれ」と指摘している 35。
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同校の学部構想を総括すると，将来的には「医学部，農工学部ヲ加設シテ女子ノ綜合大学タルノ
組織ヲ整ヘタイト思フ」としているが，この時点では既存の専門分野を基盤にしたものに止まり，
社会科学系などを欠く幅の狭い大学案であった。この点は同校内部でも自覚されており，藤本元校
長が「案の中に法学部を入れなかつたのは，これこそ大勢の男子学生に交つて学ぶ方がいゝと考へ
たからだ」36 と回顧していることから明らかになる。
（2）奈良女子高等師範学校
奈良女子高等師範学校では，第 1 期の 1946 年 2 月 11 日に「奈良女子帝国大学創設趣意竝組織」
を学校長内藤卯三郎名で作成している。第 2 期の動きとしては，1948 年 1 月に「奈良国立女子大
学案」，6 月に「国立奈良女子大学案」を作成，1949 年に設置認可を申請している 37。最終的には，
49 年 5 月の国立学校設置法によって奈良女子大学として発足した。
第 1 期の理念と学部構想を「奈良女子帝国大学創設趣意竝組織」38 から分析する。同文書中の「奈
良女子帝国大学創設趣意」では，女性の大学教育の必要性を述べ，「文化と道義と平和の新日本を
建設」するためには「教育制度の刷新と確立」が急務であり，女子教育刷新要綱もその趣意にそっ
たものと位置付ける。そして刷新要綱は「まさに新女子教育道の樹立に対して，教育史上画期的な
る一大改革の方向」を示したものと高く評価し，女子大学設置の根拠に置いている。続けて，女子
大学の目的を次のように主張している。
顧るに，我が女子教育は長き伝統に培はれつゝ，今日あるを望んで，その水準の低さに堪へな
がら，ひたすら婦徳を磨いて来たのである。婦人参政権といひ，婦人の社会的地位の向上とい
ふも，ここに培はれた婦徳に冠せらるべき当然のものに過ぎない。新日本の建設に当りて，婦
人の智能の一般的向上は勿論，学識才能共に優秀なる婦人を多数必要とするは言ふまでもな
く，且つ新時代に即したる新しき日本婦道を樹立せざるべからざるに鑑み，我等は新設せらる
べき女子大学の根幹を一貫せる日本婦道に置かんとするものである。
他の部分では「世界への普遍妥当性」や国民を「真に個人として育成」すると記しながらも，上
記のように新日本建設のためには新しい「日本婦道」を樹立すべきであり，このため女子大学の根
幹を「日本婦道」に置くとしている点に留意したい。同校では，戦前からの流れを汲む特性教育論
を中心にして女子大学を設立しようとしていたと言える。
次に，共学制に対する批判を展開し，「既設大学は，自然発生的に男子目標の大学として発展」
してきたため，入学した女性は「幾多の障碍」をくぐらなければならず，女性の大学進学意欲も阻
まれてきたとする。さらに，もし無事卒業しても「女性の美点を失ひ，いはゆる男性化されたる女
性となり了るに非ずんば，中性化せる女性となるのが常であつた」と批判する。女性の大学教育は
女子大学で行うべきという強い主張と言える。続いて，上記のような「欠陥を排除」するために女
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子大学が必要とする論を次のように展開する。
完全なる女性としての人間教育を行はんがためには，女子特有の学園に於て，女子特有の学風
を発揚せしめなければならぬ。もとより男女共学の制を排斥するには非ざるも，今やそれのみ
にては不十分にして，男女共学によらざる独立の女子大学の創設を必要とするのである。況ん
や，女子に特有なる生活科学の蘊奥を攻究せしめんとするに於ておやである。
このように，大学においても特性論に基づく教育を実施すべきであり，さらには女性に特有な生
活科学を探究するためにも女子大学が必要と主張する。続けて，奈良という土地柄について述べ，
奈良は文化的・自然的・歴史的環境から「女子の研究地として最適」「農学研究地としても恰好の
地」であり，さらに大阪・京都などの大都市に接していることから，「理学及び生活科学の研究並
に適用の便乏しからず」と記している。そして，戦災を免れた奈良女高師内に設ければ，既存施設
の利用によって創設が容易であるとしている。
学部構成としては，文学部，理学部，生活科学部及び農学部の 4 学部を設ける案となっている。
文学部と理学部の目的は，教養の向上と知性の深化を図ると簡単に記す一方，大学の特色である生
活科学部と農学部とについては詳細に設置趣旨を記している。
生活科学部は，単に家政学研究のための学部ではなく，「広く人類生活に必須なる衣料学，食料
学，住居学，家事経済学，育児学，看護学及び衛生学等の生活科学を綜合的，応用的に研究せしむ
るために」設けるものであった。さらにその学問性を説き，「生活科学は，理学，医学，農学及び
経済学の如き諸学と頗る密接なる関聯を有し，これ等諸学の綜合性に於て，新しき科学としての存
立理由を発見せん」と記している。このような生活科学の研究は，「ひとり天性之に適し，且つ直
接生活を左右する女性によつてのみ遂行し得る」ものであり，「同時にこれは女子の徳性涵養に重
大なる契機を与ふる」と家政学と女性の徳性涵養との関係性を強調し，生活科学部を「日本婦道」
の中核に位置づけている。他の 2 校と同様，同校でも生活科学部が女子大学を特色づける学部とさ
れている点が確認できる。
農学部は，「農業の科学的経済の研究並に過去に於ける女子教育の通弊たりし消費部面のみの生
活教育を矯め」ることを目的に置くとしている。さらに「農学には女子の天性に適し且つ女子の徳
性を十分に発揮すべき領域頗る多きこと生活科学に劣らないのである」と記し，農学と女性の徳性
涵養を結びつけている。
最後に，「奈良女子帝国大学組織」中の各学部の学科案を見ると，文学部が哲学科・文学科・史
学地理学科，理学部は数学科・物理学科・化学科・動物学科・植物学科，生活科学部は保健学科・
家事経済学科，農学部は農学科・農芸化学科・農業経済学科から構成され，他に女子体育研究所を
附設するとしている。同校の構想は特性教育論が極端に重視されているのが特徴であり，その具現
的学部として生活科学部，農学部を設けようとしていた。
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（3）日本女子大学校
日本女子大学校は 1946 年 3 月 4 日に日本女子大学設立認可申請書を文部省に提出したが，認可
に至らなかったことは上述した。その後，第 2 期の動きとしては女子大学連盟の中心校の一つとし
て活動し，46 年 12 月 23 日に日本女子大学認可申請書を提出した。そして，文部省の指定する書
式により，1948 年 3 月 1 日に再度大学設立認可申請し，3 月 25 日に聖心女子・津田塾・東京女子・
神戸女学院の各大学とともに設置が認可された。
ここでは，第 1 期の同校の構想中の教育理念と制度案を分析する。同校の設立構想について，
1946 年 4 月発行の同窓会誌において校長井上秀は，次のように述べている 39。まず，認可申請書提
出の背景として，GHQ の指令により女子大学実現の機運が到来したこと，文部当局から「好意あ
る御推奨」を受けたことから，「多年」女子大学設立の希望を抱いてきた同校としては，時代に適
応した女子大学を設立し，「今後一層女子教育に貢献せん」と決意したと述べている。さらに，腹
案があったために構想の立案が早く終わったと述べ，戦前との連続性を窺わせている。続けて，文
部省との事前交渉を行い，3 月 4 日に日本女子大学の設立認可申請書を提出する運びとなったと，
経過を説明している。
この認可申請書の存在が確認できないため，同校の教育理念，女子大学の必要性について，校長
井上の説明によって確認する。井上によれば，「最も力を用ひた点は女子の使命，特性を充分考慮」
したことにあり，「新日本建設の要求にも順応し将来の日本女性の使命，特性に最もよく適合する
女子大学の制度であると思ふ」と説明している。これは特性教育論に根ざす教育理念であり，「母
性」を基盤として「婦人の本質的特徴を中心として大学を編成する」といった戦前の構想の理念と
基本的に同じであった 40。
次に，同校の女子大学案の概要を確認する。井上によれば，高等女学校卒業を入学資格として，
「大学前期」（修業年限 4 年）と「大学後期」（修業年限 2 年以上）から成る構想であった。そして，
大学前期 4 年を 2 期に分け，最初の 2 年の教育は将来の「女子高等学校としての理想的構成を目指
し」，高等普通教育に加えて「女性の特色を発揮せしむる如き学科」を配当させたとする。そうす
ることにより，女子高等学校あるいは予科的性格の中に，「結婚適齢を考慮に入れた完成教育を意
図」したのであった。大学前期中の前半の 2 年は，大学予科的性格以外に，20 歳前に結婚する女
性を考慮した完成教育を目的としている点に注目したい。これに続く 2 年は「専門的色彩を加味し
て，従来の四年制女子専門学校と平行せる性格」をもつものであった。そして，大学後期の 2 年以
上のコースは，「純専門的，純研究的な教育を主眼」とするもので，「女子としての完成教育」と大
学前期・後期を結ぶ「一貫性」を意図したと説明している。すなわち，同校の大学組織案は 3 段階
で個々に女性の完成教育をなしつつ，全体で一貫的教育を確立しようとするものであった。また，
理念面の特徴は，女性の特性の発揮，結婚適齢を考慮した完成教育を行うとする点にあった。
次に学部構成案を検討すると，設置学部は文学部と家政学部であった。文学部の内容は不明であ
るが，家政学部の概要については大橋宏の「家政学部の新構想」41 により確認できる。大学全体は
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6 年制であり，前期（4 年制）の最初の 2 年間では教養中心の高等普通教育と家政学の基礎学を学
び，次の 2 年間では一般家政学と「五部の課目」を随意に学び，副専攻とする。後期（2 年制）では，
生活科学科・生活芸術科・児童学科・家政理科・社会福祉科から 1 つを専攻するとしている。前期
4 年間は従来の専門学校の家政科に相当し，最後の 2 年が大学の学部に相当していた。大橋は，こ
の案に検討の余地はあるが，専門学校ではこの内容は「徹底」できず，大学レベルに高める必要が
あるとまとめている。
しかし，学長井上がこの制度構想が大学令により認可を得るには 2 点の「難関に遭遇」すると記
しているが，これは同大学の構想が抱えていた問題を示すものとして注目される。すなわち，1 点
目は当時の学制が予科 3 年・学部 3 年であったのに対して，4 年制の上に 2 年制を設けるとする点
であり，第 2 点は家政学部が法的に承認されるかの問題であった。第 1 点については既述したが，
第 2 点について井上は，家政学が大学における「学的対象として成り立つか否か」については，学
界や文部省内にも「一部の異論」があるとする。そして，文部省の意向は理学部中に応用学として
家政学の内容を盛り込むしかないというものと記している。この意向に対して井上は，「家政学の
学的分野は全く排除されて単なる各種理科学の研究に終わり，従来家政学が掲げて来た学問として
の家政学を抛棄」しなければならず，それは「女子の特性と天職に基いた高等教育における完成教
育と一貫教育の抛棄」であると批判する。続けて，理学部への統合は「将来の女子高等教育の主流
に影響する」重大な問題で，「軽率に譲歩」することはできないと述べている。
さらに井上は，1946 年の設立認可が見送られそうな状況の中で，大学令などは「元来男子の教
育を主眼」とするもので，それを急に女子にも適用することには無理があり，大学令に適用させ
ることは「暫く思い止まり」，新制度を専門学校令によって「新学期」から実施する予定と述べ 42，
厳しい現実に直面し方針転換を余儀なくされた状況を説明している。
おわりに
以上，1945，46 年の第 1 期における女子大学設立をめぐる全体的動向とパイオニア的役割を果
たした 3 校の大学設立構想を検討してきた。詳細は本文で明らかにしたので，ここでは 3 校の教育
理念，学部構成，女子大学を選択した理由に限定して考察結果をまとめる。まず理念面では特性教
育論を多分に含むもので，それに基づいて女子大学の必要性を強調していた。学部構成としては，
特性教育論に基づく家政学部を大学の中心に置き，他に文学部が構想されている。東京女高師の構
想においては理学部中に家政学科を置く案もあり，奈良女高師では農学部も構想されていた。全体
として見ると，当該校の既設専門学科を基盤に大学を構成する案であり，幅の狭い専門分野に留ま
る構想であった。既述したように，社会科学系など他の専門分野を選択する女性は男子系大学に進
学すべきとしていた点も，女子大学関係者自身が女子大学の専門分野の狭さを自覚していたことを
示すものと言える。
女子大学を選択した点について述べると，本論文で対象とした大学設立構想はすべて女子高等教
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育機関によるものであったが，すべての学校が別学としての女子大学を選択し，共学大学を構想し
た学校は皆無であった。1947 年 6 月に大学に昇格した 6 女子医専中 3 校が共学大学を選択したこ
ととは対称的と言える。確かに，女子医専の選択については医学という専門分野が影響したことも
考慮しなければならない。しかし，別学校の選択に関連して東京女高師元教授の林が，新制女子大
学も「すべてその本質的な必要性の上に設置されたものではなく，各校の伝統の上に設けられたの
である」43 と述べた点は，戦後の女子大学成立史を考察する際に重要な意味をもつと考える。
最後に，第 1 期と第 2 期の相違を確認する意味で，第 2 期に実際に設立された女子大学について，
その理念面と学部構成に限定して特徴の一端を示し，本論文を終えることにする。
制度面を確認すると，第 1 期の場合は日本女子大学校や津田塾専門学校の構想のように，既設専
門学校を若干改編して大学を設立しようとするものが多数であった。一方，第 2 期においては，4
年制の新制大学制度に統一されていた。また学部構成を示すと，御茶の水女子大学と奈良女子大学
では文学部，理・家政学部から，日本女子大学では家政学部，文学部から構成されており，家政学
が中心に位置づいている点では明確な相違は見られない。
次に理念の相違を検討すると，第 1 期では戦前からの女性の特性教育論を残し，それを女子大学
の特徴として強調する構想が多かった。しかし，第 2 期における理念には変化が見られた。すなわ
ち，1947 年 3 月 31 日の日本女子大学認可申請書 44 における教育目的は，「日本国憲法の精神に則り，
教育基本法，学校教育法の趣旨にもとず
（ママ）
き，将来真に平和的，民主的，文化的な国家及び社会を形
成し，世界の平和，人類の福祉と，文化の創造発展に貢献寄与することのできる，心身ともに健全
な女性を育成することをその使命」とすると記され，憲法の理念を体現した心身の健全な女性の育
成を目的とするものであった。特性教育的な表現は用いられておらず，女子大学教育の理念が大き
く転換されたと言える。また，1948 年 6 月 22 日付の「東京国立女子大学設立認可申請」書 45 中では，
その目的は「学術の中心として，広く知識を授けるとともに，深く専門の学芸を教授研究し，知的，
道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とし，女子のために適切な内容と設備とを具えた大
学として，女子教育の向上と女子の文化的活動の発展とを図る」というものであった。さらに，7
月の申請文書 46 中の奈良女子大学の理念は，「広く知識を授けるとともに，深く専門の学術文化を
教授研究し，あはせて社会及び家庭における女子の適性に即しその能力を展開せしめもつて人類の
福祉に貢献せん」と記されている。奈良女子大学の理念には「女子の適性」という文言が用いられ
てはいるが，全体としては特性教育を示す表現はほぼ無くなり，理念の転換がなされたことが確認
できる。第 2 期における理念は明確に第 1 期とは異なっているが，これは憲法の精神や男女平等規
定，さらには教育基本法の理念を反映した結果と考えられる。
今後の課題としては，第 2 期における女子大学設立の経過と個別女子大学の理念，制度構想を検
討し，第 1 期と比較することによって，女子大学の歴史的特質を明らかにしたい。
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